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知財創造教育推進コンソーシアム 報告資料
~地域・社会と協働した「知財創造教育」に資する学習支援体制の調査（近畿・四国）~
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産官学民の各機関から多くの支援をうけ、以下の通りコンソーシアムを形成しました
また、活動状況も同時リリースいたしました
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地域コンソーシアムの構成

国立大学法人大阪大学 知的財産センター 特任教授 甲野 正道

国立大学法人大阪教育大学 科学教育センター長 教授 片桐 昌直 

学校法人常翔学園 

大阪工業大学 大学院 

知的財産研究科 

研究科長 教授 

小林 昭寛 

大阪府教育庁 教育振興室 高等学校課 

首席指導主事 

植木 信博 

大阪市教育委員会事務局 指導部 次席指導主事 森口 愛太郎 

堺市教育委員会事務局 学校教育部 参事 太田 雅之 

近畿地域 私立中学校・高等学

校 

教諭 渡辺 年格 

近畿地域 私立中学校・高等学

校 

教諭 髙木 浩二 

一般社団法人大阪発明協会 企画サービスグループ長 上野 亮 

日本弁理士会近畿支部 知財普及・支援委員会 委員 赤岡 和夫 

大阪弁護士会 知的財産委員会 委員長 

弁護士・弁理士 

岩谷 敏昭 

一般社団法人ナレッジキャピタ

ル 

総合プロデューサー 野村 卓也 

株式会社イトーキ 経営企画部 知的財産推進室 主任 水谷 繁人 

株式会社池田泉州銀行 先進テクノ推進部長 吉田 敏 

事務局（有限責任監査法人トーマツ） 

活動状況のリリース
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地域コンソーシアムの成果物の実証として３タイプの実証を行い、発達段階に応じた
コンテンツや学びの在り方を模索すると同時に課題を把握しました
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３つの実証とその洞察

弁理士会の小学校への
知財授業

イトーキの小学校への
キャリア教育プログラム

３大学連携による高校への
知財授業

特筆点

 「創造性と創造物の尊重」と「知
財のきまり」の２つの教育要素が
連動してパッケージされた優れた
教育プログラム

 教育現場としても価値を認識し継
続して実施

視察や講師との
意見交換等を
踏まえた課題感

 20限の確保
 それを学校として推進することを
意思決定するに足りるキャリア教
育として魅力的な教育プログラム

 教育現場の理解が進んだ今では
学校が積極的に推進

 高校の生徒が実践的な活動を進
めるために必要な知財権に関す
る実践的な教育プログラム

 教育現場としても価値を認識し、
その後も依頼あり

教育現場の実施価値の理解が醸成されると、継続的な取組となる。教育現場の理解を醸
成する（トップがその気になることが重要）ことが重要

 小学校と高校（主に実業高校）の知財教育に関する事例は今年度に把握できた一方で、中学校の事例を得ること
ができなかった ※弁理士会においても、中学校はリピートが少なく、実績も乏しい

 生徒の創造性に関わるプロセス（グループワーク等の考え・議論する時間）等に対して、外部専門家や実務家等の
外部リソースの関与は本業への影響から希薄になりがち

 上記のプロセスに外部リソースが関わることは、外部専門家等のメリットなど、動機付けが生まれるための仕組み
が必要（イトーキの事例は、企業と学校がwin-winとなる仕組みであり参考になる）

洞察①

創造性に関わるプロセスに外部専門家等が関わることは、外部専門家等の本業への影
響を及ぼすことから、協力するための動機付けが生まれるための仕組みが必要

洞察②

中学校における知財創造教育の実践事例や教育現場からのニーズについて研究が必要洞察③
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地域コンソーシアムの成果物の実証として３タイプの実証を行い、発達段階に応じた
コンテンツや学びの在り方を模索すると同時に課題を把握しました
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実証１：日本弁理士会近畿支部の教育プログラム ご参考
実証の詳細
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地域コンソーシアムの成果物の実証として３タイプの実証を行い、発達段階に応じた
コンテンツや学びの在り方を模索すると同時に課題を把握しました
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実証２：株式会社イトーキの教育プログラム ご参考
実証の詳細
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地域コンソーシアムの成果物の実証として３タイプの実証を行い、発達段階に応じた
コンテンツや学びの在り方を模索すると同時に課題を把握しました
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実証３：３大学連携の教育プログラム ご参考
実証の詳細
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「知財創造教育」を推進するためには以下の観点の考慮も必要と考えられます
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今後の取り組みに対する意見

4
 現役教員に知財創造教育の重要性を理解

 現役教員にとって創造性の教育には関心があっても
知財は縁遠い存在であり、知財に対する知識がない
ことが多く、重要性を感じることが出来ていない
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 各地域における知財創造教育に関する教材の作成

 再現性のある教材については、Webサイトに情報を
集約し、利用したい教員が利用できるような環境を整
えることにより、知財創造教育の教育現場への浸透を
後押しする
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 知財創造教育を実践する学校を増やす

 校長会等の利用による学校の運営責任者レベルでの
共有を行うことや、所管省庁である文部科学省での情
報の取りまとめと積極的な発信が必要である

 地域社会を巻き込む

 地域の中にも活用できる外部リソースが多々あるが、
継続的・安定的に活用でき、相手にとってもメリットの
ある体制構築を検討する必要がある

• 本地域のコンソーシアムは良例
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 知財創造教育を広くあまねく実施するための配慮

 発達段階を強く意識し、知財の決まりだけを教えるの
ではなく、社会が求めている創造性（創造のための思
考力、判断力、表現力等）を持ったイノベーティブな人
材の教育（イノベーション教育）を主な目的とするべき

 知財創造教育の成功事例を効果的に発信する

 事例調査、実証を通じ優れたケースを確認したが、周
知が効果的に行われていない
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 知財創造教育の教え方を教員に知ってもらう

 教員の免許更新講習の機会を利用するなど、知財創
造教育の教え方を学ぶ機会を設けることが必要であ
る

 地域コンソーシアムのマッチング機関の受け皿

 教育現場と外部リソースの双方とリレーションを有す
る機関が、マッチング機関となることが必要であり、双
方のシーズニーズを把握する仕組みが必要である


